
調査年度

調査対象期間
対象者
自己申告書（第１次）提出者

自己申告書（第２次）提出者

本学として許容できな
い利益相反

＜第１次調査自己申告＞

部局等 常勤
非常勤
（再雇用・
特任含む）

計 常勤
非常勤
（再雇用・
特任含む）

計 有り 無し

学長・役員等 4 4 4 4 100.0% 3 1 75.0%
学長企画室 3 3 3 3 100.0% 3 0.0%
総務課 11 10 21 11 10 21 100.0% 1 20 4.8%
財務課 12 6 18 12 6 18 100.0% 18 0.0%
施設課 8 2 10 8 2 10 100.0% 10 0.0%
研究協力課 9 4 13 9 4 13 100.0% 2 11 15.4%
学生支援課 14 5 19 14 5 19 100.0% 1 18 5.3%
入試課 4 1 5 4 1 5 100.0% 5 0.0%
情報図書課 7 4 11 7 4 11 100.0% 11 0.0%
技術部 30 3 33 30 3 33 100.0% 4 29 12.1%
機械工学科 22 2 24 22 2 24 100.0% 17 7 70.8%
社会環境工学科 27 4 31 27 4 31 100.0% 24 7 77.4%
電気電子工学科 22 2 24 22 2 24 100.0% 18 6 75.0%
情報システム工学科 23 23 23 23 100.0% 11 12 47.8%
バイオ環境化学科 16 2 18 16 2 18 100.0% 11 7 61.1%
マテリアル工学科 16 3 19 16 3 19 100.0% 13 6 68.4%
共通講座 13 13 13 13 100.0% 11 2 84.6%
センター他 14 6 20 14 6 20 100.0% 15 4 75.0% 2

合計 255 54 309 255 54 309 100.0% 131 177 42.4% 2

＜第２次調査自己申告＞
基準に該当する利益の有無
　①相手企業に出資金があるもの　１人
　②相手企業等から年間１００万円以上（税込）の経済的利益を得ているもの　１人

利益相反マネジメントの結果

産学連携活動の有無

平成26年度

平成26年4月1日～平成27年3月31日
３０９人
３０９人
　　２人

　　0件

利益相反マネジメント委員会は本学教職員の活動に関する利益相反の有無について、これまでに提出された利益
相反マネジメント自己申告書等に基づき調査及び審議を行いました。本学が定める関連のポリシー・規程・ガイドに
照らし、利益相反があると判断される活動はありませんでしたのでその結果を報告します。
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